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■本日，復興庁から東日本大震災復興交付金に係る第 26回申請分の交付可能額が通知さ
れ，申請どおり全額認められました。 

■今回新たに配分される交付金は，市実施分のみで，事業数４件（継続事業）で，事業費 30
億 4,387 万 6千円に対して，復興交付金 26億 2,488 万 2千円となっています。 

■また，併せて，既に配分された交付金を活用して実施することが認められた事業は，市実施
分４件（新規事業１件，継続事業３件）で，事業費 11億 2,332 万 7千円，復興交付金８億
8,015 万 1千円となっています。 

（単位：件，千円）

うち復興交付金 うち復興交付金 うち復興交付金

基幹 (4) 3,043,876 2,624,882 (4) 3,043,876 2,624,882 (0) 0 0

効果 (0) 0 0 (0) 0 0 (0) 0 0

計 (4) 3,043,876 2,624,882 (4) 3,043,876 2,624,882 (0) 0 0

基幹 (0) 0 0 (0) 0 0 (0) 0 0

効果 (0) 0 0 (0) 0 0 (0) 0 0

計 (0) 0 0 (0) 0 0 (0) 0 0

(4) 3,043,876 2,624,882 (4) 3,043,876 2,624,882 (0) 0 0

※事業費欄の（　）は事業数。

※申請額は，１月10日申請時点のもの。
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（単位：件，千円）

うち復興交付金 うち復興交付金 うち復興交付金

基幹 (166) 311,899,435 251,681,755 (4) 3,043,876 2,624,882 (168) 314,943,311 254,306,637

効果 (72) 47,020,656 37,455,447 (0) 0 (72) 47,020,656 37,455,447

計 (238) 358,920,091 289,137,202 (4) 3,043,876 2,624,882 (240) 361,963,967 291,762,084

基幹 (9) 10,570,877 8,015,603 (0) 0 0 (9) 10,570,877 8,015,603

効果 (3) 1,352,362 1,081,888 (0) 0 0 (3) 1,352,362 1,081,888

計 (12) 11,923,239 9,097,491 (0) 0 0 (12) 11,923,239 9,097,491

(250) 370,843,330 298,234,693 (4) 3,043,876 2,624,882 (252) 373,887,206 300,859,575

※事業費欄の（　）は事業数。事業数の合計は重複している事業を１事業と数えているため内訳と一致しません。
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【申請事業概要】

区分 事　業　名 事業費 うち復興交付金
事業
区分

街路整備事業（潮見町赤岩五駄鱈線） 61,265 49,012 基幹

災害公営住宅家賃低廉化事業 2,458,492 2,151,180 基幹

災害公営住宅家賃低廉化事業（補助率変更分） 379,229 316,023 基幹

東日本大震災特別家賃低減事業 144,890 108,667 基幹

3,043,876 2,624,882

漁港施設地盤隆起対策事業 382,515 286,886 基幹

防災集団移転促進事業（最知川原第２地区） 8,258 7,225 基幹

復興事業に係る道路補修事業 667,103 533,680 効果

防災集団移転先団地（小泉町地区）関連歩行者安全対策
事業

65,451 52,360 効果

1,123,327 880,151

4,167,203 3,505,033

※事業区分の基幹は「基幹事業」，効果は「効果促進事業」

気仙沼漁港水産加工施設等集積地基盤整備事業 ― 147,000

漁港施設機能強化事業（漁港施設用地盛土嵩上事業：離
島）

― 116,000

漁業集落防災機能強化事業（波路上地区） ― 23,886

道路整備事業（魚町・南町地区土地区画整理事業区域
内）

― 96,000

震災遺構保存整備事業，震災遺構保存調査事業 ― 7,500

災害公営住宅整備事業等（11地区） ― 186,107

災害公営住宅駐車場整備事業（10地区） ― 48,800

防災集団移転に伴う道路整備事業（小々汐地区） ― 1,800

都市ガス埋設導管撤去事業（2地区） ― 13,000

下水道事業（松崎片浜地区冠水対策事業） ― 62,360

魚町・南町地区被災市街地復興土地区画整理事業 ― 60,000

低地部内水排除対策整備事業（南町地区） ― 48,626

道路施設整備事業（2地区） ― 56,072

優良建築物等整備事業（八日町二丁目地区） ― 13,000

― 880,151
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